
令和４年度 西宮市防災会議
令和4年（2022年）10月24日（月）

資料1



令和４年度
西宮市防災会議

（１）西宮市地域防災計画及び
西宮市水防計画の修正（案）について
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（１）西宮市地域防災計画及び

西宮市水防計画の修正（案）について

✓改定過程

✓改定体制

✓はじめに

✓改定の概要 2



● 背景

✓ はじめに

✓「地区防災計画」など「共助」の醸成に向けた取組に対する支援ニーズの高まり

✓ 南海トラフ地震をはじめとした大規模災害に対する懸念

✓ 社会経済情勢、災害知見の変化、庁内組織体制の変化（前回改定から10年経過）

✓ 大規模災害時における受援体制の充実

✓ 市職員の災害に対する当事者意識の低下

（震災未経験職員の増加）

✓ 地域防災計画の冊子としての課題

➡ 自局の役割・行動を把握しづらい

➡ メンテナンスしづらい

3



●検討体制について（イメージ図）

✓ 改定体制

各局総括担当者会議

作業部会

各局
(危機管理委員会等)

西宮市防災会議
専門委員会
(有識者等)

［事務局］災害対策課

各局担当チーム長等

庁議等

確認

方 針
提案等

西宮市議会
（総務常任委員会等）

西宮市防災会議
庁内検討委員会

西宮市

市民参画
(パブリックコメント等)

兵
庫
県

防
災
関
係
機
関

意見
照会

意見
照会

報告

審議・決定

報告

意見
募集

報告 調査依頼
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✓ 改定過程

防災会議専門委員会

庁内検討委員会

キックオフ講演会及

び各局意見交換会

庁内意見聴取

関係機関意見聴取

所管事務報告

パブリックコメント

総合防災訓練(図上)

防災会議

R4年度

7~9月 10~12月1~3月 4~6月 7~9月 10~12月 1~3月 4~6月

R元年度 R2年度 R3年度

4~6月 7~9月 10~12月 1~3月 4~6月 7~9月 10~12月

・局別ヒアリング

・原案作成
新型コロナ対応

・原案確認作業

・方針の調整

・各局及び防災関係機関等との

調整による改定作業

・パブコメ

・修正、仕上げ
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✓改定の概要

災害時業務計画を
実践するための

取組工程
災害時業務計画

災害時
局別行動計画

作業マニュアル

予防 応急・復旧

地域防災計画

計画等 位置づけ 記載範囲

地域防災計画 市全体の動きと自局の役割を把握できる冊子 方針と項目のみとし、各項目には担当局を記載

災害時業務計画 どの災対局と連携し業務を行うのかを把握できる冊子 災害時に行う各業務の手順及び担当災対部を記載

災害時局別行動計画 災対局毎に行う業務内容をまとめた冊子 災対局毎に災害時に行う各業務の項目及び担当課を記載

災害時業務計画を実践する
ための取組工程 災対局毎に行う平常時の取組を定める冊子 災害時に災対局が対応できるようにするための平時の取組

※今回の取組の対象外
職員が使うシステムの操作方法等を
記載した冊子

● 体系

指針・啓発ガイド

・住民等が主体的な取組を考える際の参考資料の総称
（西宮市の地域特性等を記載した避難行動指針や、取組の進
め方、取組への市の支援メニューなど）

住民等（市民、地域団体、事業所等）
の主体的な取組

連携
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● 地域防災計画の修正（案）の概要

✓ 各計画の編成

✓ 各計画の構成 1編 総則

2編 災害予防計画

3編 災害応急対策計画

4編 災害復旧計画

5編 災害復興計画

6編 南海トラフ地震防災対策推進計画

✓改定の概要
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第２款 各種相談の実施 

〔担当局〕災対政策局 

〔実行局等〕災対総務局、災対財務局、災対市民局、災対第一技術局、災対第二技術局、災対衛生局、 

災対給水技術局、災対避難局、災対消防公安局、兵庫県警 

 

【趣旨】 

被災者又は関係者からの家族の消息、医療、生活必需品、住居の確保や融資等についての相談、要

望、苦情に応ずるための相談活動について定める。 

 

１ 市の相談活動 

(1) 災害関連相談体制 

災害発生直後から寄せられる、災害に関する多様な照会や相談に対応するため、相談窓口を設置し、関

連各部等との連携のもと、効果的な情報提供、相談業務等を行う。 

 

(2) 関係機関との連携 

ア 市民からの相談等で、十分な情報がないものについては、関係機関と速やかに連絡をとり、情報を収

集するとともに、即時対応に努める。 

イ 市民対応部各班及び関連各部等は連携を十分図り、市民からの相談に対応する。 

 

(3) 相談内容の記録、整理分類、関係機関への報告 

収集した情報や市民からの相談を記録、整理分類のうえ、必要により関係機関に報告し、対応を図る。 

 
 

〔業務計画〕広聴計画 

✓ 担当局

✓ 実行局等

●地域防災計画の修正（案）【抜粋】

具体的な業務内容を決定し、
業務の指揮管理を行う部局

担当の指揮の下、
各業務の実務を行う部局

第２款 各種相談の実施 

〔担当局〕災対政策局 

〔実行局等〕災対総務局、災対財務局、災対市民局、災対第一技術局、災対第二技術局、災対衛生局、 

災対給水技術局、災対避難局、災対消防公安局、兵庫県警 

 

【趣旨】 

被災者又は関係者からの家族の消息、医療、生活必需品、住居の確保や融資等についての相談、要

望、苦情に応ずるための相談活動について定める。 

 

１ 市の相談活動 

(1) 災害関連相談体制 

災害発生直後から寄せられる、災害に関する多様な照会や相談に対応するため、相談窓口を設置し、関

連各部等との連携のもと、効果的な情報提供、相談業務等を行う。 

 

(2) 関係機関との連携 

ア 市民からの相談等で、十分な情報がないものについては、関係機関と速やかに連絡をとり、情報を収

集するとともに、即時対応に努める。 

イ 市民対応部各班及び関連各部等は連携を十分図り、市民からの相談に対応する。 

 

(3) 相談内容の記録、整理分類、関係機関への報告 

収集した情報や市民からの相談を記録、整理分類のうえ、必要により関係機関に報告し、対応を図る。 

 
 

〔業務計画〕広聴計画 

✓ 各款の内容に対応する
業務計画を記載

✓改定の概要
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出典：国際連合広報センター

✓持続可能な開発目標（SDGｓ）と本計画の関係
・本計画においては、市民・市民活動団体、事業者、行政がそれぞれの役割を

認識し、相互に連携・協働しながら取組みを進めることにより、特に以下に
挙げるSDGsの目標達成に寄与することを記載しています。

（地震災害対策計画1編p.6）

✓新型コロナウイルス感染症を踏まえた防災活動
・危機管理室と保健所の連携（地震災害対策計画2編P.38）
・多様な避難所の開設（地震災害対策計画2編P.38）
・感染症に留意した避難所運営の実施及び分散避難の推奨等による避難対策の推進（地震災害対策計画2編P.40）
・自宅療養者の避難の確保（地震災害対策計画2編P.40）

●主な見直し概要

✓個別避難計画の作成
・令和3年5月20日付で、災害対策基本法の一部を改正する法律が施行されたことに伴い、個別避難計画※の作成が努力義務となりました。

本計画においても要配慮者対策の一つの施策として、個別避難計画について体制の整備や作成の進め方などを記載しています。
（地震災害対策計画2編P.63）
※避難行動要支援者（高齢者、障害者等）ごとに、避難支援を行う者や避難先等の情報を記載した計画

✓改定の概要
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災害対策本部会議機能の強化

✓ 事務局の機能区分と組織

✓ 市長を補佐する参謀機能を
有する本部事務局へ体制強化

✓ 本部事務局の組織編成
× これまで：危機管理室単独

➡ 関係する部署を追加

機能別に4つの班を編成

✓改定の概要

●主な見直し概要
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【意見募集期間】

令和４年（2022 年）４月25 日（月）～５月25 日（水）

【意見提出者数】

6 名

【意見提出件数】

20 件

【集計結果】

次ページのとおり

意見募集結果概要

●パブリックコメントの実施結果について

✓改定の概要
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意見募集結果概要

意見分類
回答分類

計
① ② ③ ④

１ 災害時の体制に関すること 1 1

２ 研修・訓練に関すること 2 1 3

３ 自助・共助に関すること 6 1 7

４ 要配慮者の支援に関すること 2 2

５ 災害時の対応に関すること 2 2

６ 避難所に関すること 2 2

７ 他機関等との連携に関すること 1 1

８ その他 2 2

計 15 3 1 1 20

【回答分類】 ①素案に記載済の内容です ②素案を修正します ③今後の参考・検討とします ④素案のとおりとします

●パブリックコメントの実施結果について

✓改定の概要
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ご意見の概要及び市の考え方について【抜粋】

✓ご意見の概要 【２ 研修・訓練に関すること（No.2-3）】

職員の防災研修の実施に関連して、宝塚市の地域防災計画では、職員への各種資格の習得奨励に

ついて記載しており、具体的には「職員に対する無線従事者資格、気象予報士資格、手話通訳、カ

ウンセリング資格等の習得の奨励及び制度的促進手段の検討」とあるが、西宮市においても、地域

防災計画に位置付けてはどうか。

✓市の考え方

ご指摘のとおり、該当箇所に職員への各種資格の習得奨励、制度的促進手段の検討について

記載し、素案を修正しました。

阪神・淡路大震災の教訓を生かし、人命救助をはじめ防災に関する研修、講習等を実施する。また、関係防災機関等が開
催する研修会等に職員を参加させるとともに、職員への各種資格の習得奨励、制度的促進手段の検討を図る。
また、各部においても、図上訓練やシミュレーション訓練などを実施し、職員に行動マニュアルの周知徹底を図る。

該当ページ：地震対策災害対策計画２編 災害予防計画 p. 6、風水害等対策計画２編 災害予防計画 p. 6 ※下線太字がご意見を基に加筆した箇所

（１）職員の防災研修等の実施

修正内容

●パブリックコメントの実施結果について

✓改定の概要
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● 災害時業務計画の概要

✓ 各計画の編成

✓ 追加事項

・参考情報
➡ 近年の災害時の事例等の資料を追記（一部）

・業務開始の優先度

➡ 職員行動マニュアルのタイムチャートを基に設定

31の業務計画

✓改定の概要
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● 災害時業務計画（抜粋）

✓ 主管部
各計画の総括指揮を行う部
➡ 現状把握や将来の状況予測の下、

目標の設定や対応方針の決定を行う

✓ 表紙
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

広報計画 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 年 月 
 

災対政策局 広報・広聴部 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

広報計画 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 年 月 
 

災対政策局 広報・広聴部 

広報計画は、災害発生直後やその後の復旧活動においては、情報不足や風評による社会不安の増大

及び混乱が生じる可能性が高いことから、住民等へ積極的に情報提供を行うために必要な伝達手段や

伝達内容等についてあらかじめ定めるものである。 

款 目 担当部 実行局等 

第１款  

災害広報の実施 

１ 広報の内容 広報・広聴部 全災対局、兵庫県、 

２ 広報の方法 広報・広聴部  

３ 災害時の広報体制 広報・広聴部 全災対局 

４ 災害情報の収集 広報・広聴部  

５ 広報の実施 広報・広聴部 災対統制局、災対市民局、災

対消防公安局、災対避難局、

国際交流協会 

第２款  

災害放送の要請 

１ 災害時における放送要請 広報・広聴部  

２ 緊急警報放送の要請 広報・広聴部  

３ 防災情報の提供のための

放送 

広報・広聴部  

第３款  

臨時放送室の運

用 

１ 放送体制の構築 広報・広聴部 さくら FM 

 

✓ 1ページ目

✓改定の概要
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● 各業務計画に記載するチェックリスト（抜粋）

✓ 広報計画 第１款５ 広報の実施

✓改定の概要
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● 災害時局別行動計画（抜粋）

✓ 各業務計画のチェックリストを
災対局ごとに集約

✓改定の概要
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● 災害時局別行動計画（抜粋）

✓ 各業務計画のチェックリストを
災対局ごとに集約

✓改定の概要
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●災害時業務計画を実践するための取組工程

✓ 目的

災害応急対策及び災害復旧について、西宮市地域防災計画［修正案］の下位計画

として策定した31の災害時業務計画に基づき、災害時に各災対局が円滑に対応でき

るよう、実施体制構築に資する平常時の取組を定める。

✓ 目標

【前半５年】目標管理型の災害対応体制の構築

【後半５年】人の育成、悪条件下（休日夜間での災害等）での災害対応体制の構築

※計画期間：令和５年度～令和１４年度

✓改定の概要
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●災害時業務計画を実践するための取組工程

✓ 取組内容【前半5年】

○ 各業務の災害時の一連の流れの対応確認

○ 関係局と情報連携や実施体制、実施内容の分担確認、課題の調整

○ 図上訓練や実働訓練による検証

○ マニュアルや業務計画の改善

○ 局内の人員確保の整理

○ 受援要請の判断基準を整理

○ 応援協定業者等受援を求める先と具体的な受援の手続きフローや応援業務の内容を確認

○ 災害時の戦略的な広報及び平時の自助共助の災害対応力の向上に対する取組み

✓改定の概要
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令和４年度
西宮市防災会議

（２）その他
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1.今年度の防災活動の報告

（２）その他

２-１．自助・共助・公助の取組みについて

✓自助・共助の取組みについて

✓公助の取組みについて

２-２．想定し得る最大規模の各種ハザードについて
✓想定し得る最大規模の高潮浸水想定について

✓想定し得る最大規模の中小河川浸水想定について

２-３．西宮市国土強靭化地域計画の修正について 22



✓ 自助・共助の取組みについて

２-１．自助・共助・公助の取組みについて
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地域防災支援課

✓自助・共助の取組みについて
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今後の地域防災力向上に向けて

■自助へのアプローチ

課題と考察①
（1/3）

・毎年、出前講座や啓発を行っているが

その効果や成果は未知数
（H30年 市民意識調査）飲料水・食料の備蓄 47.8％

避難所・経路を確認 26.2％

家具の転倒防止率 27.4%

伝えるだけで、行動にまで伴っていないのでは？

✓自助・共助の取組みについて
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今後の地域防災力向上に向けて

■自助へのアプローチ

課題と考察②
（２/３）

・高齢化や高齢者単身世帯の増加
（国勢調査結果）65歳以上の割合 23.3％ → 24.4％

＜H27→R02＞ 高齢者単身世帯 65歳以上 +3,372世帯

75歳以上 +3,054世帯

85歳以上 +1,940世帯

自身で備えが難しかったり避難情報が伝わらないのでは？

+6,739人

✓自助・共助の取組みについて
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✓自助・共助の取組みについて

今後の地域防災力向上に向けて

■自助へのアプローチ

課題と考察③
（３/３）

・ハザード情報の追加と避難方法の多様化
（追加ハザード）県・R04年より高潮浸水想定区域を法指定

※今後、中小河川のハザードマップも

（避難方法）家族構成や自宅の状況によって、避難先や
避難行動を開始するタイミングは様々

避難行動の考え方が難しくなっているのでは？
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今後の地域防災力向上に向けて

■自助へのアプローチ

取組み方針
伝える講座 人を動かす講座へ

総花的な啓発 的を絞った啓発へ

ハザードを示す
防災マップ

避難行動が判定できる
防災マップへ

防災啓発の見直しによる自助力の向上

✓自助・共助の取組みについて
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今後の地域防災力向上に向けて

■自助へのアプローチ

人を動かす講座へ

的を絞った啓発へ

避難行動が判定できる
防災マップへ

・ワークショップ、フィードバックを多用
・年齢層に応じたアプローチ

・情報量をシェイプアップ
・備えと情報入手法に重点を絞って啓発

・避難行動判定フロー
・避難プラン（ﾀｲﾑﾗｲﾝ）への書き込み

防災啓発の見直しによる自助力の向上

✓自助・共助の取組みについて
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今後の地域防災力向上に向けて

■共助へのアプローチ

課題と考察 ・防災活動のマンネリ化や特定の方だけの活動

他地域の情報 や 活動の周知が不足してるのでは

・コロナ禍で活動が停滞

人を集めたり 活動の再開が難しいのでは

自主防災会活動

✓自助・共助の取組みについて
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今後の地域防災力向上に向けて

■共助へのアプローチ

取組み方針
活動の促進

活動意義や必要性の
見える化

グッズ提供・貸出
人を集めなくても
可能な啓発活動

地区防災計画
作成促進

地域の主体性・
やりがいの引き出し

自主防災会活動

✓自助・共助の取組みについて
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今後の地域防災力向上に向けて

■共助へのアプローチ

活動意義や必要性の
見える化

人を集めなくても
可能な啓発活動

地域の主体性・
やりがいの引き出し

自主防災会活動

・市HPに活動レポートを掲載
・コミュニティ防災に向けた働きかけ

・YouTube動画や啓発チラシの提供
・学校の防災教育との連携

・形にこだわらないガイドブックの提案
・地域のオリジナル色と継続性を重視

✓自助・共助の取組みについて
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今後の地域防災力向上に向けて

■共助へのアプローチ

課題と考察 ・避難支援団体の活動や新規結成が硬直化

避難支援活動に対する心理的負担が大きいのでは

・要配慮者の避難行動や避難先が限定的

地域だけでは支援の限界があるのでは

避難支援制度

✓自助・共助の取組みについて
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今後の地域防災力向上に向けて

■共助へのアプローチ

取組み方針
支援団体結成の促進

活動のメリットの
見える化

活動保険料の補助
避難支援に活用できる

資材の提供

地域のマンパワー
のみで対応

福祉専門職の協力を
検討

避難支援制度

✓自助・共助の取組みについて
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今後の地域防災力向上に向けて

■共助へのアプローチ

活動のメリットの
見える化

避難支援に活用できる
資材の提供

福祉専門職の協力を
検討

避難支援制度

・制度のパンフレットをリニューアル
・コミュニティ防災に向けた働きかけ

・リサイクル車イスの提供
・安否確認用グッズの検討

・福祉部局との連携
・関係者とのヒアリング

✓自助・共助の取組みについて
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■自助へのアプローチ

■共助へのアプローチ

防災啓発の見直しによる自助力の向上

コミュニティを絡めた防災活動の活性化

福祉部門と連携した避難支援の推進

地域防災支援課

今後の地域防災力向上に向けて

✓自助・共助の取組みについて
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✓ 公助の取組みについて

２-１．自助・共助・公助の取組みについて
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✓公助の取組みについて

● 第二庁舎について

庁舎外観

屋上ヘリポート

災害対策本部室

消防指令室
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✓公助の取組みについて

●第二庁舎について

止水板(地下駐車場入口) 備蓄燃料給油口(浸水対策済)水密扉(地下駐車場)

非常兼用型コージェネレーション ディーゼル非常用発電免震層
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✓公助の取組みについて

●第二庁舎について
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✓公助の取組みについて

● 防災情報システム概要図

● 防災ポータルサイト

● 防災アプリ

● 防災情報システム 受付画面

災害に関する情報の共有、市民への情報発信✓ 目的

通報管理（受付、対応状況）、避難所状況管理、
物資管理、避難情報、各種観測情報 など

✓ 機能

地図を用いた情報共有、防災ポータルサイト、
各種ＳＮＳ、防災アプリなどの連携

✓ 特徴

● 防災情報システムについて
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✓目的

近年多発する豪雨による浸水及び土砂災害による大規模災害発生時の危機管理センターにおける、防災情
報システムの活用、オペレーションルームの運用及び関係機関との連携、また、それらの基となる現在見
直し作業中の西宮市地域防災計画の検証を目的とする。

● 令和４年度総合防災訓練（図上）の実施結果について

✓実施日程・場所

令和４年５月23日（月）9:00~17:20

西宮市役所第二庁舎（危機管理センター）

３階：消防本部 ４階：オペレーションルーム、通信受付室、対策本部室など

✓参加機関

（１）市（140名）

市長、両副市長、災対本部員（危機管理監含む）・全18災対局

（２）防災関係機関（13名）

①陸上自衛隊３師団36普通連隊 ②西宮警察署・甲子園警察署

③神戸海上保安部西宮海上保安署 ④兵庫県災害対策課 ⑤六甲砂防事務所

✓ 概要

✓公助の取組みについて
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● 令和４年度総合防災訓練（図上）の実施結果について

✓ 訓練想定
災害種別 台風による豪雨で発生した大規模土砂災害

発生日時
令和３年８月１０日

１０時００分（執務時間中）

訓練局面
午前の部：発災前後の約２時間

午後の部：発災から３日前後

✓ 概要

✓公助の取組みについて

✓主要訓練項目

（１） 災害通報の電話受付対応

（２） オペレーションルームを使用した各災対局の業務連携確認

（３） 情報の収集・共有・伝達方法の把握（防災情報システムの活用）

（４） 災害対策本部運営（主に本部会議開催時の報告・検討内容の確認）

（５） 関係機関等との連携内容の確認
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● 令和４年度総合防災訓練（図上）の実施結果について

✓ 今回の訓練結果と今後の課題

✓今回の訓練結果

・特に混乱なく電話受付と防災情報システムへの入力が行われていた。

・「防災ポータルサイトを活用し、通信受付にどのように活かせるか今後も訓練が必要。」などの意見があった。

（１） 災害通報の電話受付対応

✓公助の取組みについて

✓今後の課題及び対応状況等

 災害通報の滞留状況等に応じた配置人員の柔軟な調整。

 通信受付室の配備職員を対象とした訓練を定期的に実
施し、防災情報システムの操作方法の習熟や電話対応
力の向上を図る。

滞留時の人員確保について取組中。

定期的な訓練をより確実に実施できるよう取組む。
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● 令和４年度総合防災訓練（図上）の実施結果について

✓ 今回の訓練結果と今後の課題

✓今回の訓練結果

・オペレーションルームの配備対象とされた部長級・課長級職員が一堂に会し、各所での判断や部局間・機関間
の調整等を通じ、オペレーションルームの運用及び関係機関との連携の検証を行った。

・【午前の部】では、情報共有の改善、広報内容の事前想定、配備人員の役割分担などについて意見があった。

・【午後の部】では、必要書類のひな形作成などの事前準備、配置人数、交代体制の整理などについて意見が
あった。

（２） オペレーションルームを使用した各災対局の業務連携確認

✓公助の取組みについて
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● 令和４年度総合防災訓練（図上）の実施結果について

✓ 今回の訓練結果と今後の課題

✓今後の課題及び対応状況

 効果的なオペレーションルームの運用方法の検討が必要。

・オペレーションルームの配備対象者（職層）とその代行者の
確定

・オペレーションルームの配備基準の確定と庁内周知

・「収集情報の処理」に係る役割分担の明確化
（例：記録は係長級以下で対応、部長級は評価・分析に専念）

・デジタルとアナログを併用した活動環境の確保
（防災情報システム、プロジェクター、スクリーン／白地図、

ハザードマップ、ホワイトボードなど）

・多くの部局がオペレーションルームに参集した際のレイアウ
トの工夫

（２） オペレーションルームを使用した各災対局の業務連携確認

✓公助の取組みについて

各設備の効率的な活用を踏まえた配置等の
再検討、及び今後の訓練による実証に取組
む。

各局運用意見での訓練を今後実施し、結果
検証により円滑な運用方法の検討に取組む。

オペレーションルームの設置訓練を実施、他
局の意見も踏まえ、レイアウトの見直しを実
施済み。
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● 令和４年度総合防災訓練（図上）の実施結果について

✓ 今回の訓練結果と今後の課題

✓今回の訓練結果

・防災情報システム（令和３年4月供用開始）を中心に情報の収集・共有・伝達を行った。

・通信速度についての指摘のほか、システム操作方法の習熟、システムのわかりにくさ、画面構成や画像添付機能
の追加などの改善要望などの意見があった。

✓今後の課題及び対応状況

災害に関する情報の収集や管理などが実災害でも円滑
に行うことが出来るようシステムの改善が必要。

・今回の訓練におけるシステム障害の原因の究明

・通信環境の整備

（３） 情報の取集・共有・伝達方法の把握（防災情報システムの活用）

✓公助の取組みについて

動作設定の変更及び接続処理の合理化に
よる動作環境の改善済み。
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● 令和４年度総合防災訓練（図上）の実施結果について

✓ 今回の訓練結果と今後の課題

✓今回の訓練結果

・本部会議開催時の報告・検討イメージを本部会議メンバーで共有できるよう、本部会議の役割について説明した
上で、あらかじめ用意したシナリオに沿って本部会議訓練を進行した。

✓今後の課題及び対応状況

 以下の内容を考慮し、本部会議訓練を実施する必要がある。

・本部会議資料の作成（ひな形の用意、各災対局からの
情報集約、資料作成、本部会議室への資料投影準備など）

・本部会議の司会役の検討（市長は進行役を担わない）

・記者等の部外者の立入規制の検討

・「情報共有の場」としての実践的な訓練の実施

・「意思決定の場」としての実践的な訓練の実施

（４） 災害対策本部運営（主に本部会議開催時の報告・検討内容の確認）

✓公助の取組みについて

台本なしでのより実践な訓練実施に今後、
取組む。

取材方法等について、調整・検討中。

各司会を災害対策本部：危機管理監、
災害警戒本部：危機管理室長とする方針で
検討・調整中。

訓練内で本部資料作成を行う等、今後、実践
的な訓練の企画に取組む（今回は手順確認の
ため事前に作成）。
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● 令和４年度総合防災訓練（図上）の実施結果について

✓ 今回の訓練結果と今後の課題

✓今回の訓練結果

・関係機関調整室において、市消防本部、陸上自衛隊、兵庫県警察、神戸海上保安部西宮海上保安署、兵庫県、六甲砂防事務所
での活動調整等を行った。

・本部事務局と関係機関で、総括指揮用地図を囲んでの対策協議も行った。

・関係機関からのアンケートでは、防災情報システムの関係機関への利用権限付与、資機材の充実、本部会議への参加希望など
の意見があった。

✓今後の課題及び対応状況

 以下の内容を考慮した関係機関等との連携内容の確認が必要。

・情報の共有方法の検討

・訓練企画段階で市・関係機関での調整

（訓練シナリオや被害想定の合同検討、コントローラーへの関係機関の
参加など）

・訓練企画以外での定期的な意見交換等の場の確保（関係構築、
関係継続のため）

（５） 関係機関等との連携内容確認

✓公助の取組みについて

防災情報システムよる他機関との情報共有について、
検討中（席配置等は見直し済み）。

定期的な意見交換等の場について、より多く確保できる
よう取組む。

シナリオ等、関係機関とのより実践的な企画に取組む。
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✓ 発災時の応急給水活動について体制の整理
➡・発災時の応急給水について、従来の考え方による避難所等で給水車から直接給水を行う体制

では、給水時間が限られる。
・限られた給水車を現地に拘束することにより、ほかの避難所等への給水の遅延が 生じる。
・これらの課題を解決するために、給水方法を検討した。

● 災害時応急給水設備の整備（令和3年度より）

✓ 対応状況

✓ 災害時応急給水設備の整備の検討
➡・指定避難所の受水槽の管にホース接続口金を設置し、ホースを介して仮設応急給

水栓と接続可能とすることで、発災直後から受水槽に貯水されている飲料水を使用が可能。
・給水車により追加注水を行うことで、飲料水の継続的な供給を可能とし、給水車の拘束も

避けられる。

✓ 災害時応急給水設備の整備の実施
➡・令和３年度に試験施工を行い、その有効性の確認と運用方法を検討した。

・応急給水設備の整備箇所について、検討した。
・令和４年度から令和６年度の３年間で、指定避難所である市立小中学校（60箇 所）に整備を

行う予定。
・運用マニュアルを作成し訓練を行うことで、実効性を高める。

✓公助の取組みについて
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✓ 災害時応急給水設備の整備の実施
➡・整備状況写真

✓ 対応状況

①受水槽外観（丸部：施工場所） ②口金設置場所

③ホース接続 ④接続ホースと応急給水栓

✓公助の取組みについて

● 災害時応急給水設備の整備（令和3年度より）
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✓ 災害時における緊急避難場所としての使用に関する協定（令和３年４月23日）
➡・学校法人 武庫川学院（上甲子園キャンパス）

・市内において地震、風水害、その他災害が発生し、又は発生する恐れがある場合に
おける、武庫川学院上甲子園キャンパス敷地及び会館の一部の緊急避難場所として
の使用に関する協定

✓ 災害時における輸送業務に関する協定（令和３年５月19日、５月21日）
➡・阪急タクシー株式会社 阪神タクシー株式会社

・市内において地震、風水害、その他災害が発生し、又は発生する恐れがある場合に
おける、応急対策を行うために必要な人員及び物資の輸送に関する協定

✓ 災害時における施設の使用に関する協定（令和３年７月12日）
➡・JR西日本アーバン開発株式会社（夙川グリーンプレイス）

・市内において地震、風水害、その他災害が発生し、又は発生する恐れがある場合に
おける、夙川グリーンプレイス敷地の一時避難場所としての使用に関する協定

✓ 対応状況

✓公助の取組みについて

● 災害時応援協定（令和3年度：６件、令和４年度：２件）
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✓ 災害時における物資の供給等に関する協定（令和３年11月26日）
➡・株式会社ほっかほっか亭総本部

・市内において地震、風水害、その他災害が発生し、又は発生する恐れがある場合に
おける、弁当類を中心とした食料品の提供に関する協定

✓ 災害時における天幕等資機材の供給等に関する協定（令和４年２月16日）
➡・太陽工業株式会社

・市内において地震、風水害、その他災害が発生し、又は発生する恐れがある場合に
おける、間仕切り、エアーテント、天幕大型テント等の供給に関する協定

✓ 災害時における支援協力に関する協定（令和４年３月24日）
➡・イオンリテール株式会社近畿カンパニー

・市内において地震、風水害、その他災害が発生し、又は発生する恐れがある場合に
おける、生活物資等の供給に関する協定

✓ 対応状況

✓公助の取組みについて

● 災害時応援協定（令和3年度：６件、令和４年度：２件）
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✓ 災害時における物資供給に関する協定（令和４年６月１日）
➡・株式会社イトーヨーカ堂

・市内において地震、風水害、その他災害が発生し、又は発生する恐れがある場合に
おける、生活物資等の供給に関する協定

✓ 災害時における支援物資の受入及び配送等に関する協定（令和４年８月８日）
➡・佐川急便株式会社

・市内において地震、風水害、その他災害が発生し、又は発生する恐れがある場合に
おける、支援物資の受入及び搬送等に関する協定

✓ 対応状況

✓公助の取組みについて

● 災害時応援協定（令和3年度：６件、令和４年度：２件）
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✓ 避難所の開設箇所の変更や避難の考え方及びその周知方法（感染症拡大対策）

➡・令和４年度より開設数を、市内13カ所から14ヶ所に追加

・令和２年度より自主避難所の開設箇所を体育館等大きいスペースのある
避難所とした

・これまで認めていなかった、避難所での車中泊を可能とした
・ホームページや防災マップに避難所に避難するだけが避難だけでない等、

避難の考え方を掲載

✓ 新型コロナウイルス感染症自宅療養者の避難

➡・原則は宿泊療養施設を優先するが、避難先が決まるまでの一時避難所

として、自宅療養者専用の避難所を2カ所確保
・一般向けには公開せず、対象者のみに案内

✓ 新型コロナウイルス感染症濃厚接触者の避難

➡・原則は濃厚接触者専用避難所を利用することとして、２カ所確保

・一般向けには公開せず、対象者のみに案内

✓ 対応状況

✓公助の取組みについて

● 新型コロナウイルス感染症拡大対策に伴う避難の考え方の整理
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✓ 想定し得る最大規模の高潮浸水想定ついて

２-２．想定し得る最大規模の各種ハザードについて
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・大規模水害避難対策検討委員会を開催
（神戸市、芦屋市、西宮市、尼崎市が出席）
※令和2年度以降未開催

・高潮の通報潮位と警戒潮位の修正の検討

・高潮特別警戒水位の設定を検討

・令和4年６月７日に水位周知海岸に指定

・ 令和4年度発行の防災マップ及びホームページ等により浸水想定を掲載

✓ 兵庫県 令和元年8月4日 公表

✓ 西宮市

● 高潮の浸水想定

✓想定し得る最大規模の高潮浸水想定について
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● 高潮ハザードマップ

✓想定し得る最大規模の高潮浸水想定について
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✓ 想定し得る最大規模の中小河川浸水想定ついて

２-２．想定し得る最大規模の各種ハザードについて
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● 中小河川の浸水想定

・二級河川武庫川水系西川、太多田川、名塩川、猪切谷川、どん尻川、船坂川、畑川

・二級河川東川水系東川、津門川

・二級河川新川水系新川

・二級河川洗戎川水系洗戎川

・二級河川堀切川水系堀切川

✓ 令和４年３月３１日に洪水浸水想定の指定

✓ホームページ等により浸水想定を掲載

✓想定し得る最大規模の中小河川浸水想定について
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● 中小河川のハザードマップ

✓想定し得る最大規模の中小河川浸水想定について
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２-３．西宮市国土強靭化地域計画の修正について
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